
リサイクル重視の政策と環境技術
（デンマーク）

デンマークの廃棄物処理は、「廃棄物２１（Ａｆｆａｌｄ２１）」という政策に基づいて行われて

いる。この政策は、将来のより優れた、かつ効果的な廃棄物管理を確立しようというもの

であり、リサイクル率の向上などを目標としている。本レポートでは、デンマークの廃棄

物処理に関する制度、リサイクルの状況、リサイクルに関する技術、リサイクルの今後の

課題、環境技術などについて報告する。

コペンハーゲン事務所

デンマークの廃棄物処理は、現在、９９年１

月に国会へ提出・承認された「廃棄物２１

（Ａｆｆａｌｄ２１）」という政策に基づいて行われ

ている。「廃棄物２１」は将来のより優れた、

かつ効果的な廃棄物管理を確立しようという

もので、９８年から２００４年までの期間における

廃棄物管理策を提示している。

デンマーク政府は、廃棄物は環境問題にか

かわっているだけでなく、エネルギー消費や

廃棄物利用の観点から、資源利用の問題にも

かかわっていると考えており、廃棄物焼却に

おいて発生する余剰エネルギー利用などを進

んで行っている。

そこで効果的な余剰エネルギー利用のため

に、あらゆる廃棄物を環境に配慮した方法で

処理するシステムが、既にデンマーク国内で

は施行されている。そして、余剰エネルギー

利用を含めた廃棄物の資源としての利用と、

１．廃棄物処理に関する制度
環境への負荷の軽減をより効果的に行うこと

が、今日のデンマーク政府の目指すところで

ある。

（１）基本方針

デンマーク政府の廃棄物に関する政策は、

廃棄物発生防止と廃棄物処理の両者に触れて

いる。そして、廃棄物処理政策では廃棄物の

量を減らすこと（減量化）を最重要視してお

り、このためには廃棄物発生防止が最も優先

的に行われるべきだとしている。具体的には、

製品のデザインにおいて廃棄物処理をあらか

じめ考慮したり、環境破壊につながる危険性

の少ない製品を使用したりするなど、環境保

護と代替技術によって廃棄物の発生量を減少

させることができると考えている。これは、

各々の製品の生産から廃棄までの過程におけ

る資源消費と環境負荷を制限することに注目

した、環境・エネルギー省の環境政策に則し

たものである。
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① 埋め立て・焼却からリサイクルへ（９７年

に焼却に適する廃棄物の埋め立てを禁止）

できる限り多くの廃棄物をリサイクルする

ことが、デンマークにおける廃棄物処理の課

題となっており、デンマークでは約６０％の廃

棄物がリサイクルされている（デンマークの

廃棄物排出量は年間約１，３００万トン）。

廃棄物処理制度の中では、最も好ましいと

されている廃棄物処理の方法はリサイクル

（再生・再利用）であり、次に焼却、そして、

最後に埋め立ての順に考えることが基本に

なっている。

このように、リサイクルが最も好ましいと

されるのは、もちろん、廃棄物を再生・再利

用することで資源として有効利用できるから

である。しかし、デンマークでは焼却はリサ

イクルの範疇に入ると考えられていない。

廃棄物の焼却は、リサイクルに適さない廃

棄物で、また、焼却後に残る灰や燃えかすが

環境問題を引き起こさないものだけが対象に

なっている。焼却時に得られる余剰エネル

ギーは発電と地域暖房に利用されている。

埋め立てが廃棄物処理の方法のうちで最後

に位置付けられているのは、この方法では廃

棄物を資源として利用することができないか

らである。さらに、埋め立ては大気や土壌、

地下水の汚染を引き起こす可能性があるから

である。デンマークでは焼却に適する廃棄物

の埋め立ては既に９７年に禁止されている。

② 廃棄物処理の質の向上（廃棄物の資源と

しての利用、処理過程の質向上、環境負荷

の軽減）

現行の廃棄物処理政策「廃棄物２１」では、

従来の廃棄物の減量やリサイクルの増加など

廃棄物の量的な対策に加え、廃棄物処理過程

の質向上というような、質的な目標も掲げて

いる。具体的には有害物質による環境負荷を

最低限に抑え、資源の有効利用を向上させよ

うということである。

ここで言う資源には、原料や製品を加工す

るために供給されるエネルギー資源と、廃棄

物という原料資源、そして、廃棄物を焼却す

る場合に利用可能な余剰エネルギーが含まれ

ている。

処理過程の質向上には、有害物質による環

境負荷の拡大を最小限に抑えることと、資源

の有効利用を優先することが必要だと考えら

れている。

（２）廃棄物処理制度の枠組み

環境・エネルギー省が廃棄物処理制度の枠

組みを制定し、その下部組織である環境保護

庁がそれを執行している。デンマークの廃棄

物処理制度は、法や命令、告示など管理的な

方策と同時に、税制や手数料あるいは補助金

や協定というかたちの経済的な方策によって

執行されている。

環境保護庁は廃棄物の越境移動について事

前許可を行っているほか、生産物に使用する

のに望ましくないとする物質のリストを作っ

ている。

（３）廃棄物処理の責任

環境保護庁は廃棄物分野の執行官庁ではあ

るが、廃棄物に関する事務を具体的に遂行す

るのは地方自治体で、デンマーク全国に１４あ

るアムト（県）と２７５あるコムーネ（市）で

ある。全ての廃棄物処理の責任は地方自治体

にあり、地方自治体は処理責任そのものを他

に委任することはできない。

各コムーネはそれぞれに廃棄物の処理を実

行する組織を設置している。大規模なコムー

ネでは廃棄物の処理を個々に行っているが、

大多数のコムーネは小規模なため、いくつか

のコムーネが共同で廃棄物処理企業を設立し

ている。こうした廃棄物処理企業が家庭ゴミ

や事業系廃棄物の回収とリサイクルに携わっ

ている。有害廃棄物については、ほとんどの

コムーネが共同で設立した回収網を利用して
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いるが、いくつかのコムーネは有害廃棄物の

回収を独自に行っている。

また、家庭廃棄物、産業廃棄物、事業系廃

棄物、包装廃棄物、有害廃棄物を一貫して取

り扱う包括的廃棄物処理システムに特色があ

る。種々の廃棄物は、それぞれの分野におい

て典型的とみられる原料の廃棄物を含んでい

るため、分野ごとの廃棄物回収は、分別およ

び処理の過程における作業を軽減することに

なる。廃棄物の構成は、建設廃棄物２７％、家

庭廃棄物２２％、産業廃棄物２１％、事業系廃棄

物７％、発電施設から出る廃棄物１３％、排水

処理プラントから出る廃棄物１０％で、年間排

出総量は約１，２９０万トンであった（９７年）。

こうした分野ごとの分別回収のほかに、紙、

段ボール、ガラス、プラスチック容器、タイ

ヤ、電子・電気機械製品をそれぞれ分別回収

するシステムもある。これらは回収されると、

それぞれリサイクル業者によって再生されて

いる。

なお、実際には収集とリサイクルは主に民

間企業（複数のコムーネが共同で設立した企

業を含む）、焼却は主に自治体、埋め立ては

自治体の専管となっている。

（４）税制など

デンマークではリサイクルの推進と埋め立

ての抑制などを図るため、廃棄物や包装に対

する課税（国税）を実施している。

廃棄物税はその処理方法によって税率が

各々定められている。埋め立てする廃棄物は

１トン当たり３７５クローネで、焼却する廃棄

物の１トン当たり３３０クローネ、発電量（焼

却に投入された廃棄物量が発電される割合）

が最低１０％以上の焼却施設での焼却に対する

１トン当たり２８０クローネより税率が高く設

定されている。そして、リサイクルする廃棄

物は課税されていない。

包装税は製造業者に対して、包装にかかる

重量の低減を促すことによって、廃棄物の容

量減少を目指すものである。これには製品の

ための包装のほかに、商店の包装紙やショッ

ピングバッグも含まれている。

包装税と平行して廃棄物容量減少の対策と

して、包装容器の代金を先払いするデポジッ

ト制の回収システムがある。例えば、これは

ビール、ワイン、炭酸飲料水用のガラスビン

やペットボトル回収システムで、消費者は製

品を小売店で購入した時にビン代やボトル代

を先払いし、空ビン、空ボトルを小売店に返

却すると先払いしたビンやボトルの代金が返

却されるものである。このビール、ワイン、

炭酸飲料水用のガラスビンやペットボトルを

デポジット制で回収するシステムによって、

デンマーク全国で年間約３９万トンの廃棄物の

取り扱い作業を節約しているという。

また、使い捨て用品（紙やプラスチックで

できた皿・コップなど）やニッケルカドミウ

ム電池も、リサイクルと環境に負荷の少ない

製品の使用を促すために、課税対象となって

いる。

一方で、リサイクル推進のために、廃棄物

問題を解決する新しい処理方法の開発などへ

の国家による補助金がある。また、生態系を

考慮していない製品による環境への負荷を軽

減する環境技術開発などへも、こうした補助

金が交付される。

また、諸協定は廃棄物分野における環境に

かかわる目標達成のために利用されている。

この中には、建設業者協会との間の建築物の

選択的取り壊し協定（建築物の取り壊しにお

いて発生する廃棄物を原料別に分別すること

を取り決めたもの）や、コムーネとの間のフ

ロンガス使用の冷凍庫と冷蔵庫にかかわる協

定（コムーネ議会が廃棄されたフロンガス使

用の冷凍庫と冷蔵庫を管理あるいは回収する

施策を設けることを取り決めたもの）など、

種々の協定がある。
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（５）有害廃棄物

有害廃棄物については、各企業に有害廃棄

物か否かを判断する責任があり、各企業はそ

の結果を自治体へ通知することになっている。

自治体は、全ての有害廃棄物を収集する義務

がある。

自治体が回収した有害廃棄物は、専門の処

理業者でリサイクルや、焼却、化学的処理、

あるいは埋め立てされている。

なお、有害廃棄物には廃棄物税が課せられ

ていなかったが、今後、これは変更される見

込みである。環境・エネルギー省では有害廃

棄物の有害度についての理解を高めるために、

有害廃棄物取り扱い規定を作成している。

デンマーク政府は廃棄物管理に関する目標

を、２００４年までにリサイクル６４％、焼却２４％、

埋め立て１２％とし、より多くのリサイクルと

より少ない埋め立てを目指している。（２０００

年までの目標はリサイクル５４％、焼却２５％、

埋め立て２１％であった。）

（１）埋め立て処理の状況

２００４年までの目標を定めた９７年に比較する

と、２００４年に埋め立ては５０万トン減に相当す

る２５％減ということになっている。９７年には

約２１０万トンの廃棄物が埋め立て処理されて

いた。

このほとんどは石炭を燃料とする火力発電

所から排出される塵灰と産業廃棄物である。

以前は家庭廃棄物のうち大部分が埋め立てら

れていたが、このうちの焼却に適する廃棄物

の埋め立ては、９７年１月から禁止になったた

め、発電施設からの廃棄物と産業廃棄物が、

現在埋め立てられている廃棄物のほとんどを

占めるようになったと考えられる。しかし、

石炭燃料によるエネルギーの生産は、エネル

ギー政策である「エネルギー２１」によって制

限されているため、デンマーク政府は、火力

２．リサイクルの状況

発電所からの塵灰の量は今後減少するとみて

いる。

環境・エネルギー省は、９１年に海岸沿いの

廃棄物埋め立て施設についての指針、および、

９６年に水辺における排出物規制と河川や水路、

湖、海への有害物質排出規制を設けており、

これは、廃棄物からしみ出る物質が河川や水

路、湖、海を汚染するような場所に、埋め立

て処理施設が在ってはならないことを意味し

ている。

廃棄物の埋め立ては水質汚染だけでなく、

地質の汚染を引き起こしており、デンマーク

政府は新たな法律で、全く開発の行われてい

ない土地への埋め立てを禁止している。

埋め立て処理施設は環境への影響が大きい

が、埋め立て処理施設は焼却施設から出る廃

棄物の一時的な保管場所を確保するために、

依然として必要とされている。

（２）焼却処理の状況

９７年に焼却施設で処理された廃棄物は２４０

万トンで、このうち１８万トンは汚泥焼却施設

で焼却された汚水処理（コムーネによる）時

の汚泥であった。焼却に適する廃棄物の埋め

立てが禁止されたことによって、９７年以降の

焼却量は増加している。

９１年から９７年の間に旧型の焼却施設が全国

の６ヵ所で閉所となった。９７年の時点で３１ヵ

所数えられた焼却施設のうち、最も古い施設

は６８年に始業したものである。

全国にある焼却施設の焼却炉は全部で７０あ

り、このうち２５は発電と地域暖房供給（給

湯）、残り４５は地域暖房供給（給湯）のみを

行っている。このようにエネルギーを有効利

用するため、できる限り廃棄物を発電所で処

理することになっており、９２年以降は地域暖

房供給（給湯）設備のみの施設は造られてい

ない。全国にある焼却施設の焼却能力は、最

小のものは年間１万４，０００トンで、最大のも

のでは年間３１万５，０００トンである。また、焼
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却された廃棄物のうち５７％は発電・地域暖房

供給（給湯）設備を伴う焼却炉で処理され、

残り４３％が地域暖房供給（給湯）設備のみの

ある焼却炉で処理されている。

現在の廃棄物政策によれば、２００４年まで焼

却される廃棄物の量は増加する方向にある。

これは、大量の廃棄物が埋め立て処理から焼

却処理へと移行するためである。また、２００４

年までの見通しでは廃棄物の総量が増加する

とみられているからでもある。この増加分を

処理するため、全国にある焼却施設の処理能

力を５～１０％大きくする必要があると考えら

れている。

これについては、もちろん、エネルギー政

策と環境条件を踏まえながら、環境・エネル

ギー省と地方自治体（アムトとコムーネ）が

共同で問題解決に当たることになっている。

また、エネルギー有効利用とＣＯ２対策は新

しい焼却施設には必ず問われる条件になって

いる。

焼却施設に関する規定は環境保護法の第５

条に記されており、アムトは環境影響評価と

電力供給法、暖房供給法に則し、焼却施設を

建設・運営することになっている。またコ

ムーネは、焼却施設からの廃棄物でリサイク

ルできないものを、認定済みの焼却施設で焼

却することと、焼却施設からの廃棄物をその

施設が焼却できる能力があることを通告する

義務がある。

（３）リサイクルの状況

デンマークのリサイクル率は、９７年に約５５

％を達成していたが、政府はリサイクル率の

向上がまだ可能であると考えている。そこで、

２００４年までの目標６４％達成を目指して、新し

い廃棄物処理技術をはじめ環境に負荷の少な

い原料を使用した製品の開発などへの補助金

も用意して、国民と企業の廃棄物リサイクル

への積極的な参加を求めている。

「廃棄物２１」で掲げた排出事業体系ごとの

リサイクル率目標は以下の通りである。

焼却施設から出る廃棄物

２００４年までに７０％をリサイクル

建設廃棄物

２００４年までに９０％をリサイクル

家庭廃棄物

一般ゴミ ２００４年までに３０％をリサイクル

粗大ゴミ ２００４年までに２５％をリサイクル

庭園ゴミ ２００４年までに９５％をリサイクル

産業廃棄物

２００４年までに６５％をリサイクル

事業系廃棄物

２００４年までに５０％をリサイクル

発電施設から出る廃棄物

２００４年までに９０％をリサイクル

排水処理プラントから出る廃棄物

２００４年までに５０％をリサイクル

また、廃棄物の種別ごとの処理目標も政府

は掲げており、例えばシュレッダー廃棄物と

有害廃棄物における目標は以下のようになっ

ている。

シュレッダー廃棄物

２００４年までに７５％をリサイクル

有害廃棄物

リサイクル率の向上（２８％以上）

① 焼却施設から出る廃棄物

焼却施設から出る廃棄物とは焼却灰と煙道

のガス浄化による廃棄物（集塵灰）である。

９７年に排出された焼却施設から出る廃棄物の

総量は約５５万トンで、そのうち７７％がリサイ

クルされた。ＰＶＣ（ポリ塩化ビニル）や防

腐加工された木材など、環境破壊につながる

ような物質を含む廃棄物が特別に分別される

ようになった現在、焼却施設から出る廃棄物

の質は良くなっている。

焼却灰は建設現場などに利用され、その８２

％が９７年にはリサイクルされたが、将来は焼
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却灰がリサイクルされる場合には、環境によ

り大きな配慮がなされるべきだとデンマーク

政府は考えている。

煙道ガス浄化後の廃棄物は地下に浸透して、

地下水を汚染するような重金属や他の環境破

壊につながる物質を多量に含んでいるため、

有害な廃棄物に分類されている。

今後、焼却施設から出る廃棄物の量が増え

ても、２００４年のリサイクル率７０％を達成する

ためには、廃棄物を安定化するより効果的な

技術と煙道ガス浄化における廃棄物を安定化

するための中間保管施設を設けることが必要

であると、政府はみている。

② 建設廃棄物

デンマーク全国で排出される廃棄物の約３

分の１が建設廃棄物で、９７年には約３４０万ト

ンであった。内訳はセメント、アスファルト、

岩石と木材である。現在のところ、これらの

うち約８％は埋め立て、１％が焼却処理され

ている。

過去１５年間に、この分野のリサイクル率は

上昇し、９７年には９２％に達した。これはリサ

イクルされない廃棄物への課税制度の影響と、

建築物の廃棄物種別ごとの選定取り壊しに関

する建設業者協会との協定の遂行があって達

成されたものである。デンマーク政府は、今

後も引き続き、この高いリサイクル率を維持

したいという意向である。

そして、環境破壊につながるＰＶＣと防腐

加工された木材による廃棄物の約３分の１は

建設廃棄物であるので、この種の廃棄物につ

いては分別して取り扱うなどの規定が、将来

設けられることになっている。また、ＰＶＣ

を含む廃棄物の２００４年に向けた処理目標も定

められており、これによれば、ＰＶＣを含む

廃棄物は焼却施設で処理せず、特定のＰＶＣ

専用埋め立て施設で処理することになってい

る。また、ＰＶＣに代わる環境を考慮した材

料の開発も進められている。

防腐加工された木材は重金属を含んでおり、

特に焼却すると有害になるため、現在のとこ

ろ、その多くが埋め立てされている。しかし、

リサイクル資源として有効利用するために、

より良い処理方法が開発されつつある。新し

い処理方法が導入されるまでは、防腐加工さ

れた木材については分別回収し、特別に取り

扱うことになっている。

デンマーク政府は建築物の設計段階で環境

評価に基づいて、廃棄物の取り扱いを考慮し

た、環境に適切な計画を行うことを建設業界

に期待している。

③ 家庭廃棄物

年間に約２８０万トンの廃棄物がデンマーク

全国の各家庭から排出され、これは廃棄物総

量の約５分の１に相当している。

家庭廃棄物は一般ゴミ、粗大ゴミ、庭園ゴ

ミに分別され、約６０％にあたる「一般ゴミ」

はいわゆる家庭のゴミである。このほか、家

庭廃棄物に含まれるガラス、紙類は分別回収

され、リサイクルされている。特に、ガラス

ビンのデポジット制回収システムは容器の高

率なリサイクルを確実にしている。また、庭

園ゴミのリサイクルも進んでおり、これら家

庭廃棄物全てのリサイクル率は約２８％に達し

ている。

２００４年に向けた一般ゴミのリサイクル率目

標は３０％としているが、現在のところこれは

１５％ほどにとどまっている。目標達成のため

にガラス、紙類、段ボール、プラスチック、

そして、生ゴミの分別回収を徹底することが

望まれている。

分別回収を徹底するために、廃棄物政策の

重要項目として広報が挙げられている。そし

て、電池類や薬品など化学薬品を含んだ有害

廃棄物取り扱いについての広報と対策も、分

別回収を徹底するためには重要なものと考え

られている。

庭園ゴミの全てと一般ゴミの４０～４５％は有
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機物質で占められており、庭園ゴミはほぼ

１００％がコンポスト（堆肥など）としてリサ

イクルされている。他方、一般ゴミとしての

有機物質分（生ゴミ）はほとんどが焼却施設

で処理されているが、バイオガス施設で処理

することによって、現在よりも多くの生ゴミ

をリサイクルできると考えられている。現在

のバイオガス施設による生ゴミのリサイクル

率は約４％にすぎない。

２００４年までの目標では、生ゴミのリサイク

ル率は７％となっている。これを達成するた

めには多くのコムーネがバイオガス施設を設

けることが必要になっている。デンマーク政

府は長期的な目標も掲げており、そこでは生

ゴミのリサイクル率を２０～２５％まで引き上げ

ることにしている。

デンマークでは粗大ゴミは各コムーネが設

けている「リサイクル・ステーション」で、

各々分別されて収集されている。近年、多く

のコムーネがリサイクル・ステーションを設

立している。粗大ゴミのリサイクルをより推

進するためには、家庭電化製品や防腐加工さ

れた木材、ＰＶＣなどの分別を向上させなけ

ればならないと考えられている。

④ 産業廃棄物

産業廃棄物はデンマーク全国の廃棄物総量

の約５分の１を占めている。産業廃棄物につ

いては他の分野より廃棄物発生防止に多くの

注意を向けることが、最も重視されている。

デンマークでは政府の働きかけによって、企

業の環境対策の検討や環境家計簿（電気・ガ

ス・水道などエネルギーや資源の消費量と料

金、および廃棄物の排出量やリサイクルした

ものの量などの収支を記したもの）の実施と

ともに、廃棄物への課税などが普及してきて

いる。

今日では産業廃棄物の約６０％がリサイクル

されており、２００４年までに６５％がリサイクル

の目標値となっている。このためには、現在

埋め立て処理されている産業廃棄物の約２６％

を占める製造業者の廃棄物の量を、減少させ

なければならない。２００４年までの目標では、

産業廃棄物の埋め立て量を排出量の１５％まで

に減少させることになっている。

この目標達成のために、環境保護庁は現在

埋め立て処理されている産業廃棄物を、新し

い技術を用いて処理するために、この技術に

適した廃棄物の種類の判定を行っている。こ

の新しい処理方法が実現すると、今まで埋め

立て処理をしていた廃棄物のうちの一部につ

いては、リサイクルが可能になるという。こ

の中には、自動車や家庭電化製品など、重金

属やＰＶＣなど環境破壊につながる物質を多

量に含んだものが含まれている。これらは現

在シュレッダー処理され、その９８％は埋め立

てられているが、これを新しい処理技術に

よって、その７５％をリサイクルすることが可

能だとみられている。

⑤ 事業系廃棄物

デンマークの廃棄物のうち約７％は福祉施

設などの施設や商店、事務所など事業所から

のもので、年間約８５万トンに上っている。廃

棄物の内訳は有機廃棄物（大きな厨房からの

生ゴミ）のほか、電子・電気機器、タイヤ、

段ボール、紙、ガラス、プラスチックなどで

ある。

この分野でのリサイクル率はそれ程高くな

く、現在のところ約３８％であるが、２００４年ま

でには５０％にまで引き上げることが目標に

なっている。従って、リサイクルの向上と環

境破壊につながる廃棄物の分別を確実にする

ための分別回収に、より大きな注意を向ける

ことが重要視されている。特に、企業や公共

施設における廃棄物の回収率は低いため、廃

棄物分別回収への意識を高めることが重要に

なっている。

また、使われなくなった車や電子・電気機

器を環境を配慮した方法で処理することが求
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められている。例えば、デンマーク全国にお

ける電子・電気機器製品の廃棄量のうち２０％

は事業所からのものであるが、現在のところ

国内でスクラップとして処理されているこう

した廃棄物からの、ガラスや金属など各々の

材料ごとのリサイクルを、将来、より向上さ

せるために、焼却施設やスクラップ収集場で

は電子・電気機器や車を取り扱わないことが、

廃棄物処理制度の枠組み内に定められること

になっている。

さらに、事業所からの紙類や段ボールの回

収を向上するための努力が図られている。現

在でも既に、各事業所は紙類や段ボールをリ

サイクルするために分別して廃棄することが

義務付けられているが、将来はコムーネが事

業所からの紙類と段ボールの回収に対する責

任を、事業所と共同で担うことになる。

⑥ 発電施設から出る廃棄物

９７年における発電所からの廃棄物の量は

１７７万５，０００トンで、このうち約７３％がリサイ

クルされた。

発電施設から出る廃棄物は、石炭燃料を使

う発電による燃えかすや灰、灰塵などを指し

ている。この分野における２００４年までの目標

は９０％のリサイクルである。

エネルギー政策「エネルギー２１」によれば、

石炭燃料は、長期的に持続可能なエネルギー

（風力や太陽熱など）や天然ガスと有機物質

燃料などへと代替される計画になっている。

従って、石炭燃料による発電から出る廃棄物

の量は、今後、減少する見込みである。

しかし、これに代わって増加するとみられ

ている有機物質燃料使用によって作られる有

機物質による灰の、環境に配慮したリサイク

ル方法の開発が現在進められている。これは

肥料などとして用いるとリサイクルの割合が

非常に高くなるとみられている。

⑦ 排水処理プラントから出る廃棄物

９７年には約１２４万８，０００トンの廃棄物が全国

のコムーネの排水処理場から排出され、その

うち汚泥は１２０万９，０００トンであった。この量

は今後も変化しないと政府はみている。

排水処理プラントから出る廃棄物は、肥料

と燃料として利用できる汚泥を多量に含んで

いる。廃棄物に含まれている汚泥はその約７２

％がリサイクルされ、約２０％は焼却処理、残

る８％は埋め立てられている。現在、汚泥の

ほとんどは農地の肥料として利用されている。

しかし、農地に利用される汚泥の質を厳し

く管理することが検討されているため、汚泥

のリサイクルの割合が今後順調に向上すると

はみられてはいない。汚泥については、リサ

イクルの割合の向上よりも、環境を脅かす物

質を除去する方法の開発によって、汚泥の質

をより高めることが目標になっている。

⑧ シュレッダー廃棄物

現在、多くは事業所から廃棄される使い古

された自動車や電子・電気機器製品などが

シュレッダー廃棄物として分類され、そのほ

とんどが埋め立てられている。これらには重

金属やＰＣＢなど環境破壊につながる物質が

多く含まれているため、シュレッダー施設か

らの廃棄物の処理方法の向上と、新しい処理

技術開発の可能性を検討することが望まれて

いる。

９７年にはシュレッダー廃棄物の排出量は年

間に約９万５，０００トンであった。これらのう

ち約９万トンは埋め立て処理され、残り約

５，０００トンは焼却処理された。

２００４年までの目標ではシュレッダー廃棄物

の７５％を、重金属の再生と、エネルギーの有

効利用の方法を確立し、資源として利用する

というものである。この目標達成のために、

シュレッダー廃棄物や重金属を含む廃棄物の、

環境に配慮した方法での処理技術の開発が、

「リサイクルと公害の少ない技術審議会」か
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らの補助金をもとに、関連企業において進め

られている。

これと平行して、製造業者に対しては製品

が廃棄処理される時に資源として有効利用で

きない物質に代えて、環境に影響の少ない物

質を使用することを呼びかけ、シュレッダー

廃棄物として埋め立て処理される廃棄物の量

の減少を図ろうというのが、政府の方針であ

る。

⑨ 有害廃棄物

デンマーク全国で９７年に廃棄された有害廃

棄物の量は、約２５万３，５００トンで、これは廃

棄物総量の約１．５％を占めていた。このうち

約２８％がリサイクルされ、２１％は焼却処理、

４５％は石油・化学薬品系廃棄物や一般的な廃

棄物焼却施設からの集塵灰への特殊中間処理、

６％は埋め立て処理された。

なお、有害廃棄物の特殊中間処理は有害廃

棄物処理専門企業であるＫｏｍｍｕｎｅｋｅｉｍｉ

Ａ／Ｓ社や医療関係の廃棄物を処理するＳｐｅ‐

ｃｉａｌＷａｓｔｅＳｙｓｔｅｍ社において行われてい

る。 Ｋｏｍｍｕｎｅｋｅｉｍｉ Ａ／Ｓ社 とＳｐｅｃｉａｌ

ＷａｓｔｅＳｙｓｔｅｍ社では、有害廃棄物中の有害

物質を非有害成分へ変化させた後、焼却処理

を行っている。

現在、より多くの有害廃棄物をリサイクル

するために、有害廃棄物にかかわる新しい処

理基準が検討中である。

（１）プラスチックのリサイクル技術

９６年にはデンマーク全国で回収されている

プラスチック廃棄物のうち約１２％がリサイク

ルされていた。政府の目標は２００１年までにこ

れを１５％（約２万２，５００トン）までに引き上

げようというものである。現在、環境・エネ

ルギー省はプラスチック製ボトルとタンクの

リサイクル状況の調査を行っており、この結

果を見てプラスチック製ボトルとタンクのリ

３．リサイクルに関する技術

サイクルに関する新しい規定を２００１年から施

行する見込みである。デンマークでは現在、

飲料水用のペットボトルが、デポジット制で

回収され、再利用（洗浄後、再度、飲料水用

ボトルとして利用）されているが、今後はあ

らゆるプラスチック製ボトルとタンクを回収

し、リサイクル（再生・再利用）することが

環境・エネルギー省で検討されている。

ＲｅｐｌａｓｔＡ／Ｓ社は、デンマークのプラス

チック産業がプラスチックのリサイクルにつ

いて検討を重ねた末、８３年に設立したプラス

チックのリサイクル専門業者である。同社で

はスクラップとして廃棄されたプラスチック

を粉砕、洗浄、乾燥の後、さらにリサイクル

プラスチックとして成型前のプラスチックの

状態「ペレット」の形態に成型される。

同社は年間約１万２，０００トンのプラスチッ

クリサイクルを扱っているが、その規模を１

万６，０００トンにまで引き上げるように、環境

・エネルギー省から要請を受けている。

（２）家電製品のリサイクル技術

９７年にデンマーク全国で回収された家電製

品は１０万３，０００トン（冷蔵庫と冷凍庫を除

く）で、このうち４８％はコムーネが粗大ゴミ

として回収したものであった。２０％は事業系

廃棄物から、１５％は産業廃棄物として、２％

は建設廃棄物、そして、残り１５％は家庭の一

般ゴミとして回収されている。同年に回収さ

れた冷蔵庫と冷凍庫は１万２，０００トンで、こ

のうち８０％はコムーネが粗大ゴミとして回収

したもので、１５％は事業系廃棄物として、残

り５％は産業廃棄物として回収されたもので

あった。

冷蔵庫と冷凍庫のうち旧型のものはオゾン

層破壊につながるフロンガスを使用している

ため、廃棄物として回収された後は他の家電

製品とは別に取り扱われている。フロンガス

を専門の業者が処理し、本体やその他の部品

はスクラップとして処理された後、鉄やその
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他の金属、あるいは、プラスチックなどとし

て再生されている。

他の家電製品のリサイクル率はわずか３０％

であるが、今後はこれを向上させることが

２００４年までの目標である。

ＥｌｄａｎＲｅｃｙｃｌｉｎｇＡ／Ｓ社は廃棄物のリサ

イクル専門業者である。同社はケーブルやア

ルミニウム、タイヤなどのリサイクルのほか、

スクラップとして回収された電気・電子機器

製品を原料ごとに分別しリサイクルを行って

いる。

各家電製品のプラスチック製本体はプラス

チック原料として再生するほか、回路に使用

されている金属は溶解して銅や銀、パラジウ

ムにぞれぞれ再生している。その他部品とし

て使用されている金属も溶解して、アルミニ

ウムや亜鉛、銅などに再生している。

同社の開発したリサイクルシステムＥｌｄａｎ

ＳＲはデンマークのほか、４０ヵ国の１８０施設に

導入されているという。

（３）廃棄物減容化技術

ＮｉｒｏＩｎｄｕｓｔｒｉｅｓＡ／Ｓ社の開発した廃棄物

減容機ＷＲ６０００は１時間に６０トンの廃棄物を

切削できる。最大２４万トンの巨大廃棄物を切

削処理できるこの機械は、他の欧州諸国に輸

出されているほか、日本では川崎重工がライ

センス契約のもとで製造しているという。

水中ミキサーやポンプを製造している

ＬａｎｄｉａＡ／Ｓ社は、汚水浄化槽内のポンプの

プロペラをカッターとして汚水内の固形異物

を切削する機械を開発している。このポンプ

は汚水を別の浄化槽に汲上げながら、汚水内

の固形異物を切削し、減容化するものである。

Ｍｉｌ－ｔｅｋＡ／Ｓ社は圧縮空気のコンプレッ

サーによって、段ボールや発砲材などの包装

容器を圧縮減容化する廃棄物プレッシャーを

開発、製造・販売している。

（４）コストダウンのための設備簡略化、効

率化のための自動制御システム・ＩＴ活用

９４年からデンマークの電力協会はエネル

ギー節約型の発電施設開発に取り組んでおり、

ここでは電力供給のコストを最小限に抑える

ことも目標とされている。この計画を実現す

るために電力協会は、環境・エネルギー省の

下部組織であるエネルギー庁とともに建設に

伴う補助金を用意し、モデル企業としてＬＫ

ａｓ社を指名した。

コペンハーゲン近郊のバレロップ市に建設

された廃棄物処理を伴う発電・地域暖房供給

プラントは電力消費を約９％節減し、石油の

消費量は約２０％節減したという。そして、建

設経費の減価償却は約４．５年とみられている。

この施設でエネルギー消費節約が可能に

なった背景には、空気圧縮システムを導入し

たことと、冷却装置と照明装置がより効率的

に設計されたこと、そして、ＬＫａｓ社自身

が開発した自動制御システムによる管理があ

る。

有害廃棄物の処理に関する技術やコンサル

タントを提供しているＣｈｅｍｃｏｎｔｒｏｌａ／ｓ社

は、トラックに搭載できるコンテナ型の回転

する焼却炉を開発した。このコンテナ型焼却

炉は年間に２，５００トンの廃棄物を処理するこ

とができるという。

また、同社は回収、輸送、保管、分析と処

理および請求書発行まで、有害廃棄物の処理

を総合的に管理するコンピュータプログラム

も開発している。

（５）ダイオキシン対策、エネルギー有効利

用の面からのガス化溶融炉

電力会社のＳＫＰｏｗｅｒ社は、高効率な廃棄

物焼却から得られるエネルギーを用いた発電

および地域暖房供給施設の設置を実現した。

ここでの目的は、全国の発電および地域暖房

供給施設において、天然ガスとバイオマスの

利用を増加し、同時にデンマークにおける安
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全で経済的な発電システムを開発するもので

あった。

また、この施設では発電における蒸気量監

視システムも導入しているほか、フライアッ

シュやダイオキシン、窒素酸化物を取り除く

ガス浄化システムも設備されている。

この施設での発電におけるエネルギー効率

は４９％に達しているという。

（６）排ガス中のダイオキシン除去技術、焼

却灰中のダイオキシン除去技術

デンマーク政府は、８０年から２００５年の間に、

発電施設や焼却施設を含めたあらゆる施設か

らのダイオキシン排出を禁止、排気ガス中の

窒素酸化物は５０％以上取り除くという規制を

設けている。

デンマーク企業のＨａｌｄｏｒＴｏｐｓｏｅＡ／Ｓ社

は、廃棄物の焼却において発生する硫化物や

窒素酸化物を除去する煙道ガス浄化装置を開

発している。この装置内で煙道ガスに含まれ

るダイオキシンや窒素酸化物は、非有害物質

であるアンモニアと硫酸に変換される。

ＦＬＳＭｉｌｊｏａ／ｓ社の発電および暖房供給

システムを備えた焼却施設システムのＦＬＳ

－ＷＡＳでは、排気ガス中のダイオキシンを

除去する浄化システムのほか、焼却灰中のダ

イオキシンを除去するシステムが導入されて

いる。同社の技術では、煙道ガス中および焼

却灰に含まれるダイオキシンは、水あるいは

酸化水素ナトリウムによって分解され、ナト

リウムと硫酸、水に変化されている。

（７）フライアッシュ対策

ＦＬＳＭｉｌｊｏａ／ｓ社がＫｒｕｇｅｒＷａｓｔｅ社とと

もにフライアッシュの排出を極限まで少量に

抑えるシステムを開発した。このシステムで

は焼却炉内にある廃棄物を載せたコンベアが

ゆっくりと断続的に動くため、フライアッ

シュの排出を抑えることに成功している。

また、ＣｈｅｍｃａｐＭｉｌｉｅｕＴｅｃｈｎｉｅｋ社は、

フライアッシュに含まれる重金属を取り除く

技術を開発し、廃棄物焼却施設に同技術を提

供している。

２００４年までに廃棄物の６４％をリサイクルす

るという、「廃棄物２１」で政府が掲げている

目標を達成するには、現在、リサイクルされ

ていない廃棄物を段階的にリサイクルへと移

行することが必要だと考えられている。具体

的には、まず環境への負荷が少ない方法で焼

却する方法を確立し、さらに次の段階として

リサイクルを可能にする技術を開発すること

であり、これがデンマークにおけるリサイク

ルの今後の課題になっている。

特に、中古車両、電子・電気機器、鋳造廃

棄物などの製品の多くの部分をリサイクルす

るために、環境に有害な物質を含む廃棄物、

例えば、ＰＶＣやプラスチック、防腐加工さ

れた木材、シュレッダー廃棄物、電池類を処

理する新しい技術の開発が期待されている。

また、政府はデンマーク全国における廃棄

物の処理をより向上させるために、技術だけ

でなく、廃棄物の回収・輸送・処理を総合的

に管理するための自治体における運営上の改

善が必要だと考えている。

（１）水処理分野

① 生活排水分野

海洋、河川や湖沼だけでなく地下水の水質

汚染の原因となる排水の浄化は、７３年に政策

が定められ、これを基本に進められてきた。

そこでは、排水中に含まれる有害物質はでき

る限る除去することや、水環境に関連して、

大規模な浄水施設から出る排水中の有機物質

やリンは基準値を満たしていることなどが挙

げられている。

８７年には政府は新しい水環境を向上するた

めの政策を設けている。現在、生活排水の９０

４．リサイクルの今後の課題

５．その他の環境技術

／

／ ・・
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％と産業排水の８０％以上はコムーネの下水道

を利用しており、全国では８６％以上の排水に

ついてリンや窒素を除去する処理が施されて

いる。大規模な企業施設では、コムーネの下

水道のものと同様の排水の浄水設備を設けて

いる。

ＥｎｖｉＤａｎＡ／Ｓ社はデンマークの水質浄化

関連企業のなかでも、コムーネの都市再開発

の一部としての生活排水計画の作成を行うば

かりでなく、企業や一戸建住宅の排水設備な

どの開発も行っている。同社の微生物の活動

を利用した浄化システムは、日本の合併浄化

槽のような小規模なものである。

また、ＡＥＣ社のｅｃｏ－ｌｉｎｅｍｉｎｉという浄

化システムは、一戸建から１０軒程の集落にお

よぶ生活排水の浄化に対応する製品シリーズ

を用意している。このシステムは、まず、排

水中に含まれている比較的大きなゴミを機械

的に取り除いた後、微生物処理を施し、化学

的な処理によってリンを除去するものである。

② 処理場排水分野（コンパクトで高性能な

脱窒素・脱リン技術）

ＫｒｕｇｅｒＡ／Ｓ社の浄水システムＡｃｔｉｆｌｏは、

コペンハーゲン市の河川や湖沼の水質基準に

定められている窒素含有量よりも、さらに低

い値へと脱窒素することを可能にした。

このＡｃｔｉｆｌｏは毎時３７５ｍ３の水を浄化する

性能をもっている。生化学的な処理によって、

水中に含まれている汚泥、藻類、有機物のほ

か、非常に高い割合でリンを除去することが

できるという。このシステムよって浄化され

た水に含まれているリンは１リットル当たり

０．０２～０．０５㎎に減少した。同時に、窒素の含

有量も非常に低下している。

ＫｒｕｇｅｒＡ／Ｓ社が開発したＡｃｔｉｆｌｏの処理

過程はコンパクトである。欧州をはじめ米国

などの諸国で、排水の前処理や洪水や大雨時

の水質浄化および浄水場にて導入されている。

③ 小規模事業所分野（小規模の食品工場、

外食産業の排水処理など）

デンマークには乳製品や魚や肉の加工製品

など多くの食品加工業者があり、工場からの

排水を適切に処理することは各企業の責任に

なっている。ＡＰＶ Ｎｏｒｄｉｃ社はこの食品工

場排水を膜フィルターによって浄化し、工場

内で再利用するシステムを開発した。この技

術を導入した魚の加工工場では９５％の排水の

リサイクルが可能になったという。そして、

９８年にはＥＵの環境賞を受賞している。

ＣｏｏｌＳｏｒｐｔｉｏｎＡ／Ｓ社は、蒸発して空気

中に浮遊しているガソリンや石油、薬品や重

油などの油性成分の浄化を行うための、炭素

吸着システムと冷液吸収システムという技術

を開発した。この技術は石油産業において幅

広く導入されており、同社は蒸発成分回収シ

ステムをはじめ発火・爆発防止装置の設置な

どをガソリンスタンドなどに供給している。

（２）土壌・地下水汚染浄化分野

デンマークでは近年ますます土壌・地下水

汚染に対して注目が集まっており、政府は既

に、産業地区および農地における土壌・地下

水汚染浄化の検討を始めている。

産業地区において特に汚染が進んでいるの

は、石油・ガソリン関連製品を取り扱う工場

や設備の付近である。ＫｒｕｇｅｒＡ／Ｓ社は炭

化水素を用いた土壌・地下水浄化方法を採用

している。

ＵｎｉｃｏｎＡｑｕａ社はマイクロドロップシス

テムという浄化方法を開発している。この方

法は、長期間をかけて地下水に含まれるさま

ざまな化学物質をできる限り減少させるもの

で、従って、浄化後の飲料水の水質向上がよ

り確実になるという。

また、ＡＥＣ社はＢＩＯＧＡＲＤという石油に

よって汚染された土壌・地下水を浄化するシ

ステムを開発している。

ＤａｎｓｋＲｏｄｚｏｎｅＴｅｋｎｉｋＡｐＳ社は、汚水

・・

・・

・・
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や汚泥をワラなどの草の根によって浄化する

「ルート・ゾーン・システム」を開発し、家

庭排水や工場排水の浄化や汚泥処理などのた

めにこのシステムを提供している。これはワ

ラの根の酸素含有量が呼吸に伴って高くなる

と、根の生えている土中の微生物の活動が活

発になり、ここに排水が流れると有機混合物

や他の不純物を微生物が吸収し、結果的に水

が浄化されることを応用したシステムである。

デンマーク各地のガソリンスタンドで小規模

なルート・ゾーン・システムが、自動車洗浄

水のリサイクルに導入されているのを見るこ

とができる。

同社は植物と微生物のこの作用を室内の空

気清浄にも応用している。空気洗浄に適する

土壌に観葉植物の植えられたプランターが、

空気清浄機として機能するもので、外観は一

般の鉢植えになっている観葉植物と同じであ

る。この植物による空気清浄装置はデンマー

クのオーフス大学などで試験された後、デン

マークやスウェーデンのオフィスや施設に供

給されている。

ＷａｖｅＰｌａｎｅＩｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌＡ／Ｓ社の湖沼

における水中の酸素富化浄化装置は、湖沼の

波をエネルギー源として利用したユニークな

装置である。波の高さが最低１０㎝あればポン

プが作動し、水中に新鮮な酸素を送り込みな

がら水上を進んでいく。水中の酸素が欠乏し

ていることが問題になっている、デンマーク

のユトランド半島にあるマリエイヤー・フィ

ヨルドでは、同社の酸素富化浄化装置は２０㎝

の波を受けて、毎時１００万リットルの水を汲

上げ、毎時１４㎏の新鮮な酸素がポンプによっ

て水底にまで送り届けられているという。そ

して年間に６０トンの酸素が水中に供給できる

と見込まれている。このデータに基づくと、

年間に５００万ｍ３の水の生態系を健康なものに

戻すことができることになる。

（３）新エネルギー・省エネルギー分野

９０年代を通して、デンマークのエネルギー

供給量は２倍に増加し、９８年には８５５ＰＪ（ペ

タジュール）に達している。これは石油・天

然ガス、風力発電、バイオマスや廃棄物の利

用によるもので、９０年の供給量と比べて２倍、

８０年の２０倍となっている。

風力発電や地熱発電、廃棄物の焼却熱利用

など、代替エネルギーの増加がこのエネル

ギー供給量増加の大きな要因となっている。

９８年の代替エネルギー供給は７７ＰＪで、前年

より３．５％増加している。

このうち最も増加したのは風力発電で、９３

年の３ＰＪから９８年には１０ＰＪに達している。

そして、全国にある風力発電機の発電能力を

合計すると９８年は１，４４３ＭＷで、これは前年

の２７％増、８０年に比較すると４倍になってい

る。

バイオガスによるエネルギー供給量は、９８

年は前年に比較して２０％増の２．７ＰＪであった。

このうち伐採された樹木やワラによる供給量

は１％減少している。

９８年に供給された代替エネルギーのうち、

バイオマスは最大の供給量で４３％を占めてい

る。第２の供給量であったのは廃棄物焼却に

よるもので３６％であった。風力発電は１３％に

とどまっている。

（４）太陽光発電

デンマークでは暖房や給湯への太陽エネル

ギー利用は８７年から９７年の間にほぼ２０倍にも

増加しているが、日照時間の短いことなどを

理由に、太陽光発電は屋外の電灯やソーラー

・カーなどへの利用に限られてきた。現在、

デンマーク技術研究所を中心に太陽光発電の

研究が進んでおり、近い将来、具現化される

ことが期待されている。

（５）風力発電

デンマークの風力発電施設は世界中に広く
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輸出されており、世界的なシェアの約６０％は

デンマーク製の風力発電機が占めているとい

う。Ｖｅｓｔａｓ社やＮＥＧ Ｍｉｃｏｎ社の風力発電

機は日本へも輸出されている。

本国デンマークでは政府は２０年後には風力

発電による電力供給を５０％にまで引き上げる

ことを目標に定めている。現在、大型のウイ

ンドファームを海上に造る計画が進められて

いる。９９年、環境・エネルギー省は全国に５

つの海上ウインドファームを建設する計画を

発表している。それぞれの風力発電機は２

ＭＷで、２０３０年までに全国の海上ウインド

ファームから合計４，０００ＭＷの発電が可能で

あるという。

海上ウインドファームに設置される２ＭＷ

の風力発電機は、羽の回転直径が７０ｍもある。

風力発電機の大きさは２～２．５ＭＷまでが妥

当であるという企業もあるが、巨大化が止ま

る様子はなく、将来的には発電量が５ＭＷで

羽の回転直径は１１０ｍとなり、全高は１６５ｍに

もなるとみられている。

こうした大型ウインドファームがデンマー

クで成功すれば、他の北欧諸国に輸出したい

というのが各風力発電会社の希望である。

（６）コージェネレーション

デンマークでは焼却施設からの排熱を利用

した地域暖房供給システムが、全国各地に導

入されているが、コペンハーゲン市の地域暖

房供給会社であるＣＯＷＩ社は地域暖房供給シ

ステムから出る低温水を利用した冷房システ

ムを開発し、コペンハーゲン港を望む場所に

新たに建てられたビルにこのシステムが導入

された。このシステムはオゾン層破壊につな

がるフロンガスを使用しない方法での冷房を

可能にしたものである。

このシステムでは熱圧縮機内の蒸気が特別

な物質に吸収されるため、蒸気は低圧で低温

のまま保たれており、熱源は冷媒と吸収部分

を分けるために利用されている。こうするこ

とで、メンテナンスが不要になり、電気コン

プレッサーを使用した場合のような騒音もな

いという。

現在のところ、このシステムは隣り合せた

２つのビルに冷房を供給しているのみである

が、同様のシステムは少なくとも５，０００㎡の

ビルに冷房を供給することが可能であるとさ

れている。

（７）バイオガス

バイオガスプラントでは、農業や食品加工

業において排出される有機廃棄物や家庭から

の生ゴミ、そして、汚水浄化施設からの汚泥

から発生するガスを、地域暖房やコージェネ

レーションに利用するための熱源として供給

し、ガスを抜いた後の固形物質から農業用肥

料を生産している。デンマーク政府は、９５年

には２ＰＪであったバイオガスによるエネル

ギー供給量を、２００５年には８ＰＪまで高める

ことを目標をとしている。また、これによっ

てデンマーク全国にあるバイオガスプラント

から、年間に４，０００万トンの肥料が生産でき

ると見込まれている。

バイオガスプラントの設計およびコンサル

タントを行っているＢｉｏｓｃａｎ Ａ／Ｓ社は、

Ｂｉｏｒｅｋという独自のシステムを開発し、デ

ンマーク国内外に供給している。この

Ｂｉｏｒｅｋシステムではガス抜き後に生産され

る肥料に、廃棄物に含まれている窒素の９０％、

リンとカリウムの９５％を吸収することができ

るという。

（８）廃棄物発電

デンマーク全国にある焼却施設は発電と地

域暖房供給（給湯）両者、あるいは地域暖房

供給（給湯）のみを行うことによって、エネ

ルギーの有効利用を試みている。現在では、

できる限り廃棄物を発電所で処理しようとい

う方向にあり、９２年以降は暖房供給（給湯）

設備のみを伴う焼却施設は造られていない。
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全国にある焼却施設の焼却能力は最小のもの

では年間１万４，０００トンで、最大のものでは

年間３１万５，０００トンである。また、焼却され

た廃棄物のうち５７％は発電・給湯設備を伴う

焼却炉で処理され、残り４３％が給湯設備のあ

る焼却炉で処理されている。

一般的な廃棄物を焼却して発電する施設の

ほかに、ワラや木屑、樹木の枝など有機物を

焼却して発電するバイオマス発電所と呼ばれ

る施設がある。農場や森林からの有機廃棄物

を、石炭あるいは石油またはガスとともに焼

却する。そして、この焼却炉で得られた熱を

エネルギー源にして発電が行われている。

（９）断熱材

古紙から繊維を精製する機械を製造してい

るＩＳＯＤＡＮ社は、この繊維を使用した断熱

材の製造方法を開発した。この断熱材は軽量

な粒状になっており、建設現場では外壁と内

壁の間に吹き付けるという。断熱効果のほか

に防音効果も高く、また、古紙の繊維からで

きているため湿度の変化にも柔軟に耐えられ

るため、鉄骨構造建築物の断熱材としても使

用できるという。

さらに、この断熱材の製造過程におけるエ

ネルギー消費量は非常に少なく、環境に優し

い製品ということもできると同社は語ってい

る。

デンマークには５，０００万年前の地変で造ら

れたケイ酸と樹脂、火山灰を含んだ地層があ

り、この土を焼くと１，０００度以上の熱を遮断

するという。ＳｋａｍｏｌＡ／Ｓ社はこの土の性

質を生かしてアルミニウムとセメント産業向

けの断熱材を供給してきた。

現在では同社は、このカルシウムケイ酸塩

を含んだ土を原料にした断熱用材料を、鉄鋼

所や鋳造所の溶鉱炉、陶芸やガラス工芸用の

窯や食品工場のオーブン、ストーブ、ボイ

ラーなど、燃焼や酸化を行う設備に向けても

供給している。特に、建設と海洋分野での需

要は大きいと同社は語っている。今後は断熱

温度が１，４３０度である鉄鋼業用の断熱材を開

発する計画があるという。
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